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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第30期第３四半期連結累計期間及び第31

期第３四半期連結累計期間は、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため、第30期

第３四半期連結会計期間、第31期第３四半期連結会計期間及び第30期は、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第30期 

第３四半期連結
累計期間 

第31期
第３四半期連結

累計期間 

第30期
第３四半期連結

会計期間 

第31期 
第３四半期連結 

会計期間 
第30期

会計期間 

自平成22年
３月１日 

至平成22年 
11月30日 

自平成23年
３月１日 

至平成23年 
11月30日 

自平成22年
９月１日 

至平成22年 
11月30日 

自平成23年 
９月１日 

至平成23年 
11月30日 

自平成22年
３月１日 

至平成23年 
２月28日 

売上高（千円）  7,012,091  7,082,437  2,375,491  2,346,786  9,992,773

経常利益又は経常損失（△） 

（千円） 
 △322,622  △92,213  68,848  58,887  172,960

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（千円） 
 △238,177  △197,782  26,440  32,789  4,416

純資産額（千円） － －  2,468,907  2,510,940  2,709,424

総資産額（千円） － －  7,826,014  7,717,474  7,925,585

１株当たり純資産額（円） － －  294.29  299.30  322.96

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円） 

 △28.39  △23.58  3.15  3.91  0.53

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

自己資本比率（％） － －  31.5  32.5  34.2

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 219,740  348,244 － －  632,391

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 180,759  △128,582 － －  140,897

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △410,530  △261,132 － －  △557,545

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ －  741,420  922,441  967,040

従業員数（人） － －  669  657  688

－1－



当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社京進）、子会社８社により構成されており、幼児・

小中高生を対象とした学習指導を主たる業務としております。  

当第３四半期連結会計期間における、各部門に係る主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動は、概ね次のとお

りであります。 

＜学習塾事業＞  

平成23年11月15日付で、Kyoshin USA,Inc.（アメリカ合衆国ニューヨーク州における日本人子女対象の学習塾を運

営）を当社100％出資子会社として設立しております。 

＜その他の教育関連事業＞ 

保育事業参入に伴い、平成23年９月１日付で、株式会社ＨＯＰＰＡ（保育事業の推進、保育園の運営）を当社

100％出資子会社として設立しております。 

  

当第３四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

 （注）１．平成23年８月５日開催の取締役会決議に基づき、平成23年９月１日付で、株式会社ＨＯＰＰＡを当社100％

出資子会社として設立しました。 

    ２．平成23年10月14日開催の取締役会決議に基づき、平成23年11月15日付で、Kyoshin USA,Inc.を当社100％出

資子会社として設立しました。 

  

(1）連結会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第３四半期連結会計期間の平均人数を（ ）内に外数で記

載しております。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第３四半期会計期間の平均人数を（ ）内に外数で記載し

ております。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

名称 住所 資本金
主要な

事業の内容 

議決権の所有
割合又は被所
有割合 

(％) 

関係内容

（連結子会社） 

  

株式会社ＨＯＰＰＡ 

（注）１  

京都市下京区 百万円 30

＜その他の教育関

連事業＞ 

保育事業の推進、

保育園の運営 

 100 役員の兼任 

（連結子会社） 

  

Kyoshin USA,Inc. 

（注）２  

アメリカ合衆

国ニューヨー

ク州 

万USドル 30

＜学習塾事業＞ 

アメリカ合衆国ニュ

ーヨーク州における

日本人子女対象の学

習塾の運営 

 100

教材等の販売 

ノウハウの提供  

役員の兼任 

社員の出向  

４【従業員の状況】

  平成23年11月30日現在

従業員数（人） 657 ( ) 3,455

  平成23年11月30日現在

従業員数（人） 626 ( ) 3,448

－2－



(1）生産及び受注実績 

 当社グループは、幼児及び小中高生を対象とした学習指導を主たる業務としておりますので、生産及び受注の実

績は、該当事項はありません。 

  

(2）販売実績 

 当第３四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．当第３四半期連結会計期間において全セグメントの販売実績に占める「学習塾事業」の割合が90％を超える

ため、「学習塾事業」においては部門別の販売実績を記載しております。 

２．金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

４．生徒数は、当第３四半期連結会計期間の平均在籍人数を記載しております。 

５．販売の数量につきましては、表示すべき適当な指標はありませんので、記載を省略しております。  

  

 当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生はありません。また、前事業年度の有価証券報

告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。   

   

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 事業の部門別の名称

当第３四半期連結会計期間
（自 平成23年９月１日 
至 平成23年11月30日） 

生徒数
（人） 

金額（千円）
金額構成比 
（％） 

学習塾事業 

小中部  10,337  965,936  41.2

高校部  2,251  232,126  9.9

個別指導部  9,759  1,042,235  44.4

小計  22,347  2,240,298  95.5

その他の教育関連事業   1,365  106,487  4.5

合計  23,712  2,346,786  100.0

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

－3－



 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。 

  

(1）業績の状況 

 当第３四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、平成23年３月11日に発生した東日本大震災の影響による景

気の落込みからは回復の兆しが見られるものの、欧州の財政金融危機を背景とした円高の長期化などにより、景気

の先行きは非常に不透明な状況となっております。 

 当業界におきましては、先行き不透明な経済環境に加え、少子化による市場縮小の継続により、依然として厳し

い環境が続いております。また、Ｍ＆Ａや業務提携の動きが活発化し、学童保育や英会話等の教育関連事業への新

規参入する他社が相次いでおります。このような環境の中、当社グループとしましては、これまで以上に中長期的

な観点での顧客満足と収益性の向上が重要な経営課題になると認識しております。  

 当社グループでは、当期からの中期３ヵ年の経営方針として、「人財づくりと勝ち続ける会社づくり」を掲げて

おります。概要としまして、大きな投資(出店)を抑えて、人づくりを最重点課題とした研修・教育の強化による社

員品質の向上、商品・サービスの品質改善・向上をはかり、顧客満足から顧客感動へと高めて、既存事業を中心に

収益を上げる経営を目指します。それに加え、新規事業の芽をひとつひとつ着実に推進し、将来の収益の柱として

育てて参ります。 

 また、「安全・安心してお通い頂ける塾」は、顧客満足の中核であり、既に塾選びの重要な判断指標の１つとな

っております。当社グループでは引き続き「安全対策」を最重要課題として認識し、全国の学習塾のスタンダード

を目指し、対策を講じて参ります。  

  

 以上の中期経営方針を踏まえ、当期において、以下の取り組みを実施しております。 

①リーチングを核にした人材育成・能力開発  

 学習塾として、それぞれの地域で№１の評価を得るためには、従業員の正しい行動が生命線になります。その

ためにはスキル（仕事力）だけでなく、マインド（人間力）を高める必要があり、主体的に自らが学ぶという自

己啓発が鍵を握っています。当社グループでは、従来の集合型研修、職場でのＯＪＴを強化すると共に、社員自

らが目標を持ち、目標に向かってセルフマネジメントを行う自立型人間育成プログラム“リーチング”を核とし

た人材育成、能力開発を進めて参ります。また、将来の事業展開、経営者育成に向けては、従来から取り組んで

いる経営品質向上活動、アメーバ経営への参画度を高める事で、自立型経営の能力を高めて参ります。  

②自らの目標に向かって、自ら学べる子ども達を育てる為の指導方法の転換  

 先行き不透明な時代には、自分で目標を立て、自分で学び行動できる人間が必要とされてきますが、これは大

人になってから一朝一夕で身につくものではありません。私たち教育に関わる者としては、子どもの時から、規

則正しい生活習慣を身に付けさせ、自立型の人づくりを行う責任があると考えております。当社グループでは、

これまで培ってきたリーチングのノウハウを様々な生徒指導の場面に取り込んで、「わかるまで教え込む」とい

う指導から「教えて、解かせて、考えさせて、自ら学ばせる指導」への転換を図り、自立と貢献のできる人づく

りを目指して参ります。  

③中長期の拡大を見据えた既存事業における実験的な出店・取り組み、収益貢献できる事業の育成、将来を担う新

規事業の立ち上げ  

 学習塾を中心とした既存事業においては、中長期的な拡大・成長に備えて、様々な実験・チャレンジを行って

参ります。また、英会話事業とＦＣ事業が収益化してきており、これらの事業を更に育成し、拡大出店するため

の基礎を築いて参ります。 

 少子化の中で市場環境は厳しくなる一方であり、将来を担う新規事業の立ち上げは非常に重要と捉えていま

す。当期より保育事業に参入し、知育を柱とした保育園を平成23年11月に開園いたしました。日本語教育事業に

おいては、日本国内で外国人を対象とし日本語学校を運営する会社を前期に取得し、子会社化しました。これま

で運営してきた中国広東省佛山市における現地中国人を対象とした日本語学校と、相互にシナジー効果を発揮で

きるよう連携を図って参ります。リーチング事業においても、この事業を担う子会社を前期に立ち上げ、当社に

通う生徒に加え、企業や各学校へリーチング・メソッドを用いた研修などのソリューション提供を手がけてお

り、商品開発のスピードアップやフレキシビリティを更に高めるとともに、広範囲に展開して参ります。  

  

 教室展開については、当第３四半期連結会計期間におきまして、直営各校の新設・統廃合は実施しておりませ

ん。個別指導教室「京進スクール・ワン」のフランチャイズ教室については、１校を新設開校、１校を閉鎖し、合

計89校となっております。また、子会社（株式会社ＨＯＰＰＡ）による第１号保育園「ＨＯＰＰＡからすま京都ホ

テル」を開園いたしました。  

  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

－4－



 以上の結果、当第３四半期連結会計期間における業績につきましては、生徒数（当第３四半期連結会計期間平均

生徒数、以下同様）が23,712人（前年同期比97.6％）となりました。売上高は2,346百万円（前年同期比98.8％）

となり、営業利益65百万円（前年同期比78.1％）、経常利益58百万円（前年同期比85.5％）となりました。 

  

 セグメント別の業績は次のとおりであります。 

  

＜学習塾事業＞ 

 当第３四半期連結会計期間のセグメントの業績は、売上高2,240百万円、セグメント利益292百万円となりまし

た。属する事業部門別の業績は次のとおりとなります。  

①小中部 

 当第３四半期連結会計期間は、生徒数が前年同期比98.0％となり、売上高は前年同期に比べ31百万円減少し、

965百万円（前年同期比96.8％）となりました。 

②高校部 

 当第３四半期連結会計期間の売上高は、生徒数の減少（前年同期比86.8％）などにより、前年同期に比べ27百

万円減少し、232百万円（前年同期比89.5％）となりました。 

③個別指導部 

 当第３四半期連結会計期間は、生徒数が前年同期比99.7％となり、客単価が前年同期に比べ若干上昇しました

結果、売上高は前年同期に比べ25百万円増加し、1,042百万円（前年同期比102.6％）となりました。 

  

＜その他の教育関連事業＞ 

 当第３四半期連結会計期間のセグメントの業績は、売上高106百万円、セグメント損失40百万円となりました。 

 ＦＣ事業部におきましては、フランチャイズ教室の当第３四半期連結会計期間末生徒数は前年同期比112.6％に

増加しましたが、加盟金収入などの減少により、ＦＣ事業部の当第３四半期連結会計期間の売上高は48百万円（前

年比102.5％）となりました。 

 英会話事業部におきましては、生徒数の増加（前年同期比118.2％）などにより売上高が前年同期に比べ4百万円

増加し、34百万円（前年同期比115.5％）となりました。 

 その他の教育関連事業部門全体では売上高106百万円（前年同期比104.0％）となりました。 

 なお、家庭教師事業部を廃止（前連結会計年度末をもって廃止）したことによる減収額は13百万円であります。 

  

  

 財政状態につきましては、当第３四半期末の総資産は、7,717百万円となり、前連結会計年度末に比べ、208百万

円減少しました。流動資産は、1,744百万円となり128百万円減少しました。主な要因は、現金及び預金の減少61百

万円、売掛金の減少53百万円、商品の減少37百万円、繰延税金資産の増加18百万円等です。固定資産は5,973百万

円となり、79百万円減少しました。有形固定資産は、3,749百万円（5百万円減少）となりました。無形固定資産

は、174百万円（37百万円減少）となりました。投資その他の資産は、2,048百万円（36百万円減少）となりまし

た。  

 当第３四半期末の負債合計は、5,206百万円となり、前連結会計年度末に比べ、9百万円減少しました。流動負債

は、1,740百万円となり82百万円減少しました。主な要因は、買掛金の減少37百万円、短期借入金の減少250百万

円、1年内返済予定の長期借入金の増加83百万円、未払法人税等の減少42百万円、賞与引当金の減少72百万円等で

す。固定負債は3,466百万円となり、73百万円増加しました。主な要因は、社債の減少57百万円、長期借入金の減

少33百万円、退職給付引当金の増加64百万円、資産除去債務の増加92百万円等です。 

 当第３四半期末の純資産の部は、2,510百万円となり、前連結会計年度末に比べ、198百万円減少しました。主な

要因は、四半期純損失197百万円の計上による利益剰余金の減少等です。この結果、自己資本比率は、前連結会計

年度末の34.2％から32.5％になりました。 
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(2）キャッシュ・フローの状況 

 当第３四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物は、以下に記載のキャッシュ・フローにより922百万円（前

年同期は741百万円、前年同期比124.4％）となり、第２四半期連結会計期間末に比べ、150百万円増加（前年同期

は88百万円増加）しました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益56百万円、減価償却費77百万円、退職給付引

当金の増加33百万円、賞与引当金の減少79百万円、売上債権の減少327百万円、仕入債務の減少34百万円、未払金

の減少108百万円、未払費用の増加166百万円等が発生しました。この結果、営業活動によるキャッシュ・フロー

は、520百万円の収入（前年同期は449百万円の収入、前年同期に比べ71百万円の収入増加）となりました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出47百万円等が発生しました。この結果、

投資活動によるキャッシュ・フローは、49百万円の支出（前年同期は26百万円の支出、前年同期に比べ23百万円の

支出増加）となりました。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済による支出293百万円、社債の償還による支出21百万

円等が発生しました。この結果、財務活動によるキャッシュ・フローは、315百万円の支出（前年同期は334百万円

の支出、前年同期に比べ18百万円の支出減少）となりました。 

  

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(4）研究開発活動 

 該当事項はありません。   
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(1）主要な設備の状況 

 当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

   

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。 

  

  

第３【設備の状況】

会社名 
事業所名 

所在地 
セグメン
トの名称 

設備の内容 

投資予定金額
資金調達
方法 

着手及び完了予定年
月 

完成後の
増加能力 

総額
(USドル) 

既支払額
(USドル) 

着手 完了 

Kyoshin 

USA,Inc. 

アメリカ

合衆国ニ

ューヨー

ク州 

学習塾事

業 

事務所 

教室  
905,000 － 自己資金

平成23年

12月 

平成24年

６月 
－ 

－7－



  

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

  該当事項はありません。 

  

  該当事項はありません。 

   

該当事項はありません。   

  

  

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。  

   

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  22,640,000

計  22,640,000

種類 
第３四半期会計期間末
現在発行数（株） 
（平成23年11月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成24年１月13日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容

普通株式  8,396,000  8,396,000
株式会社大阪証券取引

所市場第二部 
単元株式数100株

計  8,396,000  8,396,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式
総数増減数 
（株） 

発行済株式
総数残高 
（株） 

資本金増減
額 

（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金
増減額 
（千円） 

資本準備金
残高 

（千円） 

平成23年９月１日～ 

平成23年11月30日 
 －  8,396,000  －  327,893  －  263,954

（６）【大株主の状況】
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 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成23年８月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が7,300株含まれています。 

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数73個が含まれています。 

  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、株式会社大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。  

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。   

（７）【議決権の状況】

   平成23年８月31日現在

区分  株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式  － － － 

議決権制限株式（自己株式

等） 
 － － － 

議決権制限株式（その他）  － － － 

完全議決権株式（自己株式

等） 
普通株式  6,600 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  8,388,800  83,888 － 

単元未満株式 普通株式  600 － － 

発行済株式総数  8,396,000 － － 

総株主の議決権  －  83,888 － 

  平成23年８月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社 京進 

京都市下京区烏丸

通五条下る大阪町

382-1 

 6,600     －  6,600  0.08

計 －  6,600 －  6,600  0.08

２【株価の推移】

月別 
平成23年 
３月 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

最高（円）  169  153  152  144  139  139  136  125  124

最低（円）  120  135  138  132  129  122  120  116  109

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について  

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第３四半期連結会計期間（平成22年９月１日から平成22年11月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成22年３月１日から平成22年11月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成23年９月１日から平成23年11月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成23年３月１日から平

成23年11月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

               

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成22年９月１日から

平成22年11月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成22年３月１日から平成22年11月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成23年９月１日から平成23年11月30日まで）及び当第３四半期

連結累計期間（平成23年３月１日から平成23年11月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、京都監査法人に

よる四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年11月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成23年２月28日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,215,788 1,277,725

売掛金 189,288 242,903

商品 59,470 96,582

貯蔵品 13,963 10,785

繰延税金資産 87,925 69,074

その他 217,842 213,644

貸倒引当金 △40,121 △37,596

流動資産合計 1,744,158 1,873,118

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※  2,024,108 ※  2,024,193

土地 1,651,614 1,651,614

その他 ※  73,992 ※  79,331

有形固定資産合計 3,749,715 3,755,140

無形固定資産 174,880 212,130

投資その他の資産   

投資有価証券 102,471 100,737

繰延税金資産 885,266 874,926

敷金及び保証金 971,348 1,007,867

その他 92,083 108,244

貸倒引当金 △2,449 △6,579

投資その他の資産合計 2,048,720 2,085,196

固定資産合計 5,973,316 6,052,466

資産合計 7,717,474 7,925,585
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年11月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成23年２月28日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 20,395 58,328

短期借入金 － 250,000

1年内償還予定の社債 72,000 72,000

1年内返済予定の長期借入金 873,522 790,226

未払金 301,207 298,825

未払法人税等 8,447 50,745

賞与引当金 24,561 96,881

資産除去債務 12,072 －

その他 428,275 206,286

流動負債合計 1,740,482 1,823,294

固定負債   

社債 118,400 176,000

長期借入金 1,666,772 1,700,589

退職給付引当金 1,346,133 1,281,486

役員退職慰労引当金 237,609 227,069

資産除去債務 92,416 －

その他 4,719 7,720

固定負債合計 3,466,051 3,392,865

負債合計 5,206,534 5,216,160

純資産の部   

株主資本   

資本金 327,893 327,893

資本剰余金 263,954 263,954

利益剰余金 1,948,429 2,146,212

自己株式 △1,432 △1,423

株主資本合計 2,538,844 2,736,635

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 14,966 8,754

為替換算調整勘定 △42,870 △35,965

評価・換算差額等合計 △27,903 △27,210

純資産合計 2,510,940 2,709,424

負債純資産合計 7,717,474 7,925,585
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成22年11月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成23年11月30日) 

売上高 ※1  7,012,091 ※1  7,082,437

売上原価 ※2  5,441,472 5,381,093

売上総利益 1,570,618 1,701,344

販売費及び一般管理費   

販売費及び一般管理費合計 ※3  1,793,317 ※3  1,755,647

営業損失（△） △222,699 △54,302

営業外収益   

受取利息 2,365 1,486

受取配当金 1,658 5,058

為替差益 130 －

違約金収入 － 6,000

未払配当金除斥益 631 －

雑収入 8,752 4,347

営業外収益合計 13,538 16,892

営業外費用   

支払利息 52,040 45,274

支払手数料 55,000 3,000

貸倒引当金繰入額 928 548

為替差損 － 1,464

雑損失 5,492 4,515

営業外費用合計 113,462 54,803

経常損失（△） △322,622 △92,213

特別利益   

固定資産売却益 76 －

貸倒引当金戻入額 578 266

受取保険金 103,828 －

現金受贈益 10,522 －

為替換算調整勘定取崩益 8,531 －

特別利益合計 123,536 266

特別損失   

投資有価証券評価損 － 7,781

減損損失 ※4  16,138 ※4  26,715

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 85,662

固定資産除却損 4,501 1,018

訴訟関連損失 102,224 －

原状回復費用 60,173 －

賃貸借契約解約損 5,914 －

特別損失合計 188,953 121,177

税金等調整前四半期純損失（△） △388,040 △213,124

法人税、住民税及び事業税 19,627 17,153

法人税等調整額 △169,490 △32,494

法人税等合計 △149,862 △15,341

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △197,782

四半期純損失（△） △238,177 △197,782
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年９月１日 
 至 平成22年11月30日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成23年９月１日 
 至 平成23年11月30日) 

売上高 ※1  2,375,491 ※1  2,346,786

売上原価 ※2  1,766,946 1,772,048

売上総利益 608,545 574,738

販売費及び一般管理費   

販売費及び一般管理費合計 ※3  524,079 ※3  508,797

営業利益 84,465 65,940

営業外収益   

受取利息 615 532

受取配当金 392 2,579

為替差益 305 －

違約金収入 － 6,000

雑収入 1,743 1,819

営業外収益合計 3,056 10,931

営業外費用   

支払利息 16,975 14,279

貸倒引当金繰入額 470 871

為替差損 － 1,427

雑損失 1,228 1,406

営業外費用合計 18,673 17,984

経常利益 68,848 58,887

特別損失   

減損損失 ※4  9,410 ※4  2,399

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － △217

固定資産除却損 1,388 －

賃貸借契約解約損 5,914 －

特別損失合計 16,713 2,181

税金等調整前四半期純利益 52,134 56,705

法人税、住民税及び事業税 6,978 5,485

法人税等調整額 18,715 18,430

法人税等合計 25,694 23,916

少数株主損益調整前四半期純利益 － 32,789

四半期純利益 26,440 32,789
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成22年11月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成23年11月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △388,040 △213,124

減価償却費 217,196 212,128

減損損失 16,138 26,715

賃貸借契約解約損 5,914 －

長期前払費用償却額 15,512 10,312

退職給付引当金の増減額（△は減少） 75,017 64,646

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 4,701 10,540

賞与引当金の増減額（△は減少） 19,091 △72,320

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,154 2,594

受取利息及び受取配当金 △4,023 △6,545

支払利息 52,040 45,274

支払手数料 55,000 3,000

固定資産売却損益（△は益） △76 －

固定資産除却損 4,501 1,018

受取保険金 △103,828 －

訴訟関連損失 102,224 －

現金受贈益 △10,522 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 85,664

投資有価証券評価損益（△は益） － 7,781

売上債権の増減額（△は増加） 46,142 53,502

たな卸資産の増減額（△は増加） 29,020 33,913

前受金の増減額（△は減少） 64,261 67,904

仕入債務の増減額（△は減少） △31,394 △37,825

未払消費税等の増減額（△は減少） 2,742 △5,391

未払金の増減額（△は減少） △114,831 △2,116

未払費用の増減額（△は減少） 199,743 177,110

その他 △22,570 △20,491

小計 237,115 444,295

利息及び配当金の受取額 3,692 5,916

利息の支払額 △48,536 △50,669

法人税等の支払額 △30,102 △51,297

法人税等の還付額 63,732 －

保険金の受取額 103,828 －

現金受贈益の受取額 10,522 －

訴訟関連損失の支払額 △120,511 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 219,740 348,244
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成22年11月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成23年11月30日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 － 19,590

ゴルフ会員権の売却による収入 － 280

有価証券の償還による収入 200,000 －

有形固定資産の取得による支出 △89,990 △147,096

無形固定資産の取得による支出 △55,333 △9,121

固定資産の売却による収入 76 －

敷金及び保証金の差入による支出 △8,519 △14,442

敷金及び保証金の回収による収入 129,124 50,862

長期前払費用の取得による支出 △1,085 △4,764

貸付けによる支出 △1,000 △1,900

貸付金の回収による収入 7,487 5,095

資産除去債務の履行による支出 － △27,087

投資活動によるキャッシュ・フロー 180,759 △128,582

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △580,000 △250,000

長期借入れによる収入 1,100,000 800,000

長期借入金の返済による支出 △617,880 △750,521

社債の償還による支出 △257,600 △57,600

自己株式の取得による支出 － △8

手数料の支払額 △55,000 △3,000

配当金の支払額 △50 △3

財務活動によるキャッシュ・フロー △410,530 △261,132

現金及び現金同等物に係る換算差額 △5,425 △3,128

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △15,456 △44,599

現金及び現金同等物の期首残高 756,877 967,040

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  741,420 ※  922,441
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年３月１日 
至 平成23年11月30日） 

１．連結の範囲に関する事項の変更   当第３四半期連結会計期間より、新たに設立した株式会社ＨＯＰＰＡ及

びKyoshin USA,Inc.を連結の範囲に含めており、連結子会社は８社となっ

ております。 

  なお、Kyoshin USA,Inc.の決算日は12月31日であり、連結決算日（２

月29日）との間には２ヵ月の差異があります。 

  当第３四半期連結会計期間につきましては、設立日現在の貸借対照表

のみを連結し、四半期連結決算日（11月30日）との間に生じた重要な取

引について、連結上必要な調整を行っております。 

２．会計処理基準に関する事項の変更  資産除去債務に関する会計基準の適用  

  第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月

31日）を適用しております。 

  これにより、営業損失、経常損失はそれぞれ 千円増加し、税金

等調整前四半期純損失は、 千円増加しております。また、当会計

基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は 千円でありま

す。 

15,035

100,697

119,044

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自 平成23年３月１日 
至 平成23年11月30日） 

（四半期連結損益計算書関係）  

  「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、

当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）  

  前第３四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました営業活動によるキャッシュ・フローの「法人税等の

還付額」は、金額的重要性が低くなったため、当第３四半期連結累計期間より営業活動によるキャッシュ・フローの

「法人税等の支払額」に含めて表示しております。なお、当第３四半期連結累計期間において、営業活動によるキャ

ッシュ・フローの「法人税等の支払額」に含めた「法人税等の還付額」は135千円であります。 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成23年９月１日 
至 平成23年11月30日） 

（四半期連結損益計算書関係）  

  「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、

当第３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 
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【簡便な会計処理】

  
当第３四半期連結累計期間
（自 平成23年３月１日 
至 平成23年11月30日） 

１．固定資産の減価償却費の

算定方法  

 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按

分して算定しております。    

２．減損の兆候の把握  使用範囲又は方法について、当該資産又は資産グループの回収可能価額を著しく低下

させるような意思決定や経営環境の著しい悪化にあたる事象が発生した場合に減損の兆

候があるものと判断しております。 

３．法人税等並びに繰延税金

資産及び繰延税金負債の算

定方法  

  法人税等の納付税額の算定に関して、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なも

のに限定する方法によっております。また、繰延税金資産の回収可能性の判断に関し

て、前連結会計年度末以降に経営環境等の著しい変化が生じておらず、かつ、一時差異

等の発生状況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末において使用し

た将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法により算定しております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間
（自 平成23年３月１日 
至 平成23年11月30日） 

 該当事項はありません。 

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自 平成23年３月１日 
至 平成23年11月30日） 

（子会社の設立について） 

 第２四半期連結会計期間において、重要な後発事象として記載しておりました子会社Kyoshin USA Co.,Ltd.の設立

は、平成23年11月15日に完了いたしましたが、当該子会社の概要のうち、名称及び資本準備金については、以下の通り

に変更しております。 

 名称     ：Kyoshin USA,Inc. 

 資本準備金  ：100万USドル 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成23年11月30日） 

前連結会計年度末 
（平成23年２月28日） 

※ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円で

あります。 

3,284,402 ※ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円で

あります。 

3,134,206
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（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年３月１日 
至 平成22年11月30日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年３月１日 
至 平成23年11月30日） 

※１ 当社グループは事業の性質上、夏期・冬期講習等が

実施される時期の売上高は大きくなるため、四半期ご

との売上高に季節的変動があります。 

※１          同左 

※２ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低

下による簿価切下額 

売上原価 3,654千円

         ――――――――― 

※３ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※３ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

広告宣伝費 327,314千円

給与手当 612,122  

退職給付費用 35,365  

役員退職慰労引当金繰入額 7,888  

賞与引当金繰入額 5,313  

貸倒引当金繰入額 2,803  

広告宣伝費 344,702千円

給与手当 572,237  

退職給付費用 30,071  

役員退職慰労引当金繰入額 10,540  

賞与引当金繰入額 6,589  

貸倒引当金繰入額 2,044  

※４ 当社グループは、以下の資産について減損損失を計

上しております。 

  当社では管理会計上の最小資産区分である校単位でグ

ルーピングを行っております。 

  また、連結子会社は各子会社単位によりグルーピング

を行っております。なお、遊休資産については、個別資

産ごとにグルーピングを行っております。 

  減損損失を計上した教室及び事務所については、営業

活動から生じる損益が継続してマイナスであること、ま

た、移転による既存教室の除却を予定していることか

ら、当該資産又は資産グループの帳簿価額を回収可能価

額まで減額しております。また電話加入権のうち、将来

的な使用見込みがないものについて、回収可能価額まで

減額しております。当該減少額 千円を減損損失と

して特別損失に計上しております。 

  その内訳は、 

 であります。 

  なお、電話加入権を除く各資産の回収可能価額は、正

味売却価額及び使用価値によって測定しており、正味売

却価額は不動産鑑定による評価額を基準とし、使用価値

は、将来キャッシュ・フローを５％で割引いて算定して

おります。また、電話加入権については、市場価格等に

基づく正味売却価額により測定しております。 

用途  種類  場所  

教室  リース資産  
（小中部）愛知県、京都府 

 計２件  

教室 リース資産 （高校部）京都府 計１件  

教室  建物、リース資産等 

（個別指導部）京都府、 

 大阪府、兵庫県、奈良県、 

 徳島県、福岡県 計９件  

事務所  建物 （ＦＣ事業部）東京都  

遊休資産 電話加入権  本社等 

16,138

 建物  4,641千円 

 リース資産  2,520千円 

 電話加入権  7,024千円 

 その他  1,952千円 

※４ 当社グループは、以下の資産について減損損失を計

上しております。 

  

  当社では管理会計上の最小資産区分である校単位でグ

ルーピングを行っております。 

  また、連結子会社は各子会社単位によりグルーピング

を行っております。 

  減損損失を計上した教室及び事務所については、営業

活動から生じる損益が継続してマイナスであること、ま

た、移転による既存教室の除却を予定していることか

ら、当該資産又は資産グループの帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額 千円を減損損失として

特別損失に計上しております。 

  その内訳は、 

 であります。 

  なお、各資産の回収可能価額は、正味売却価額及び使

用価値によって測定しており、正味売却価額は不動産鑑

定による評価額を基準とし、使用価値は、将来キャッシ

ュ・フローを５％で割引いて算定しております。 

用途 種類  場所  

教室  建物  

（小中部）愛知県、京都府、

大阪府、奈良県 

 計６件  

教室  建物、リース資産 
（高校部）滋賀県、京都府 

 計２件  

教室  建物 

（個別指導部）埼玉県、 

東京都、神奈川県、愛知県、 

滋賀県、京都府、大阪府、 

兵庫県、奈良県、広島県、 

福岡県 計22件  

教室  建物 
（幼児教育事業部）京都府 

 計１件 

事務所  ソフトウェア （ＦＣ事業部）京都府 

26,715

 建物  26,481千円 

 ソフトウェア  84千円 

 リース資産  149千円 
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前第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年９月１日 
至 平成22年11月30日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成23年９月１日 
至 平成23年11月30日） 

※１ 当社グループは事業の性質上、売上高に季節的変動

があり、第３四半期連結会計期間においては、夏期・

冬期講習等が実施される第２・第４四半期連結会計期

間に比べ、売上高の割合が低くなります。 

※１          同左 

※２ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低

下による簿価切下額 

売上原価 3,654千円

         ――――――――― 

※３ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※３ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

広告宣伝費 59,728千円

給与手当 190,894  

退職給付費用 11,879  

役員退職慰労引当金繰入額 2,618  

貸倒引当金繰入額 △62  

賞与引当金繰入額 △24,473  

広告宣伝費 66,195千円

給与手当 178,321  

退職給付費用 9,865  

役員退職慰労引当金繰入額 3,627  

貸倒引当金繰入額 △1,838  

賞与引当金繰入額 △21,439  

※４ 当社グループは、以下の資産について減損損失を計

上しております。 

  当社では管理会計上の最小資産区分である校単位でグ

ルーピングを行っております。 

  また、連結子会社は各子会社単位によりグルーピング

を行っております。なお、遊休資産については、個別資

産ごとにグルーピングを行っております。 

  減損損失を計上した教室及び事務所については、営業

活動から生じる損益が継続してマイナスであること、ま

た、移転による既存教室の除却を予定していることか

ら、当該資産又は資産グループの帳簿価額を回収可能価

額まで減額しております。また電話加入権のうち、将来

的な使用見込みがないものについて、回収可能価額まで

減額しております。当該減少額 千円を減損損失と

して特別損失に計上しております。 

  その内訳は、 

 であります。 

  なお、電話加入権を除く各資産の回収可能価額は、正

味売却価額及び使用価値によって測定しており、正味売

却価額は不動産鑑定による評価額を基準とし、使用価値

は、将来キャッシュ・フローを５％で割引いて算定して

おります。また、電話加入権については、市場価格等に

基づく正味売却価額により測定しております。 

用途  種類  場所  

教室  リース資産  
（小中部）愛知県、京都府  

 計２件  

教室 リース資産 （高校部）京都府 計１件  

教室  建物、リース資産等 

（個別指導部）京都府、 

 大阪府、兵庫県、奈良県、 

 徳島県、福岡県 計９件  

事務所  建物 （ＦＣ事業部）東京都  

遊休資産 電話加入権  本社等 

9,410

 建物  4,641千円 

 リース資産  2,520千円 

 電話加入権  296千円 

 その他  1,952千円 

※４ 当社グループは、以下の資産について減損損失を計

上しております。 

  

  当社では管理会計上の最小資産区分である校単位でグ

ルーピングを行っております。 

  また、連結子会社は各子会社単位によりグルーピング

を行っております。 

  減損損失を計上した教室及び事務所については、移転

による既存教室の除却を予定していることから、当該資

産又は資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額 千円を減損損失として特別損失に

計上しております。 

  その内訳は、 

 であります。 

  なお、各資産の回収可能価額は、正味売却価額及び使

用価値によって測定しており、正味売却価額は不動産鑑

定による評価額を基準とし、使用価値は、将来キャッシ

ュ・フローを５％で割引いて算定しております。 

用途  種類  場所  

教室 建物 （高校部）滋賀県 計１件  

教室 建物 
（個別指導部）滋賀県 

 計１件 

2,399

 建物  2,399千円 
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当第３四半期連結会計期間末（平成23年11月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成23年３月１日 至

平成23年11月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

２．自己株式の種類及び株式数 

３．新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。  

４．配当に関する事項 

  該当事項はありません。 

５．株主資本の金額の著しい変動 

  前連結会計年度末に比べて、以下のとおり変動が認められます。 

（金額：千円）

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年３月１日 
至 平成22年11月30日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年３月１日 
至 平成23年11月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

 対照表に掲記されている科目の金額との関係  

（平成22年11月30日現在）

（千円）

  

 現金及び預金勘定   1,056,800

 預入期間が３か月を超える定期預金     △315,379

 預金及び現金同等物       741,420

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

 対照表に掲記されている科目の金額との関係  

（平成23年11月30日現在）

（千円）

 現金及び預金勘定  1,215,788

 預入期間が３か月を超える定期預金  △293,346

 預金及び現金同等物  922,441

（株主資本等関係）

普通株式 8,396,000株

普通株式 6,685株

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

 前連結会計年度末残高 327,893 263,954 2,146,212  △1,423 2,736,635

 当第３四半期連結会計期間末までの 

 変動額 
 

  自己株式の取得 － － －  △8 △8

  四半期純損失 － － △197,782  － △197,782

 当第３四半期連結会計期間末までの 

 変動額合計 
－ － △197,782  △8 △197,791

 当第３四半期連結会計期間末残高 327,893 263,954 1,948,429  △1,432 2,538,844
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前第３四半期連結会計期間（自 平成22年９月１日 至 平成22年11月30日） 

 全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める「教育事業」の割合がいずれも90％を超

えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

前第３四半期連結累計期間（自 平成22年３月１日 至 平成22年11月30日）  

 全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める「教育事業」の割合がいずれも90％を超

えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

前第３四半期連結会計期間（自 平成22年９月１日 至 平成22年11月30日）  

 全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

  

前第３四半期連結累計期間（自 平成22年３月１日 至 平成22年11月30日）  

 全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

  

前第３四半期連結会計期間（自 平成22年９月１日 至 平成22年11月30日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

前第３四半期連結累計期間（自 平成22年３月１日 至 平成22年11月30日）  

 海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

１．報告セグメントの概要  

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社グループは、取り扱う商品・サービスに基づき、「学習塾事業」と「その他の教育関連事業」の２つ

の事業に区分し、それぞれに運営本部を設置し、内部管理を行っております。  

 したがって、当社グループは上記区分に基づき、「学習塾事業」と「その他の教育関連事業」の２つを報

告セグメントとしております。  

 報告セグメントごとの事業の内容は、以下のとおりであります。  

  

＜学習塾事業＞ 

  

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

【セグメント情報】

 事業部門  主要な事業内容 

小中部 

小学１年生～中学３年生が対象。中学・高校受験合格及び学力向上を目指した学習

指導・進学指導。講習会の実施。テストの実施。 

「京進ｅドリル」による通塾生向け家庭学習支援。 

高校部 

高校１年生～高校３年生（現役高校生）が対象。大学現役合格及び学力向上を目指

した学習指導・進学指導。講習会の実施。テストの実施。 

「京進ｅ予備校」による通塾生向け映像授業提供。 

個別指導部 

ブランド名は「京進スクール・ワン」。小学１年生～高校３年生が対象。受験合格

及び学力向上を目指した個別学習指導・進学指導。 

「京進e-DES（イーデス）」によるインターネットを活用した１：１の双方向遠隔

指導。 

「京進ｅ予備校」による通塾生向け映像授業提供、映像授業専用教室の運営。 

「京進ｅドリル」による通塾生向け家庭学習支援。 
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＜その他の教育関連事業＞ 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

  当第３四半期連結累計期間（自 平成23年３月１日 至 平成23年11月30日） 

（単位：千円）

(注)１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△666,654千円には、各報告セグメントに配分されない全

社費用△673,169千円及びその他の調整額6,515千円が含まれております。 

  ２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っておりま

す。 

  

 事業部門 

及び関係会社  
 主要な事業内容 

英会話事業部 
ブランド名は「京進ユニバーサルキャンパス」。幼児～成人が対象。「本当に話せ

る英会話教室」を目指した英会話指導。 

幼児教育事業部 

ブランド名は「京進ぷれわん」。幼児（２歳～年長児）が対象。小学受験合格及び

学力向上を目指した学習指導・進学指導。講習会の実施。テストの実施。 

「ＩＱを高める知性開発コース」の提供。  

ＦＣ事業部 
個別指導教室「京進スクール・ワン」のフランチャイズ教室における教室開設指導

や運営指導。 

日本語教育事業部 

中国広東省佛山市において中国人の方を対象とした日本語教育。 

（子会社である佛山京進教育文化有限公司が運営） 

日本国内における外国人留学生を対象とした日本語教育。  

（子会社である株式会社オー・エル・ジェイが運営） 

保育事業部 
０～５歳児が対象。 

「知育」を特徴とした保育カリキュラムを提供する保育園の運営。 

株式会社アルファビ

ート 

当社生徒及び大学生・社会人を対象とした自立型人間育成プログラム「リーチン

グ」の提供、研修の実施。 

  

  
報告セグメント 

合計 
調整額  

(注)１  

四半期連結損益

計算書計上額

(注)２   学習塾事業 
その他の教育関

連事業 

売上高           

 外部顧客への売上高   6,749,726   332,710   7,082,437   －   7,082,437

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
  －   4,023   4,023   △4,023   －

計    6,749,726   336,733   7,086,460   △4,023   7,082,437

セグメント利益又は損

失（△）  
  721,871   △109,519   612,351   △666,654   △54,302
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  当第３四半期連結会計期間（自 平成23年９月１日 至 平成23年11月30日） 

（単位：千円）

(注)１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△185,518千円には、各報告セグメントに配分されない全

社費用△186,684千円及びその他の調整額1,166千円が含まれております。 

  ２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 当第３四半期連結会計期間（自 平成23年９月１日 至 平成23年11月30日） 

  (固定資産に係る重要な減損損失)  

（単位：千円）

  

  (のれんの金額の重要な変動)  

 該当事項はありません。  

  

  (重要な負ののれん発生益)  

 該当事項はありません。 

  

 （追加情報） 

  第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第20号 平成20年３月21日）を適用しております。   

  

当第３四半期連結会計期間末（平成23年11月30日） 

 前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略しております。 

   

当第３四半期連結会計期間末（平成23年11月30日） 

 前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略しております。 

  

当第３四半期連結会計期間末（平成23年11月30日） 

 金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しているため記載を省略しております。 

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成23年９月１日 至 平成23年11月30日） 

 該当事項はありません。   

   

  

  
報告セグメント 

合計 
調整額  

(注)１  

四半期連結損益

計算書計上額

(注)２   学習塾事業 
その他の教育関

連事業 

売上高           

 外部顧客への売上高   2,240,298   106,487   2,346,786   －   2,346,786

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
  －   651   651   △651   －

計    2,240,298   107,139   2,347,438   △651   2,346,786

セグメント利益又は損

失（△）  
  292,118   △40,659   251,458   △185,518   65,940

  学習塾事業 その他の教育関連事業 合計  

 減損損失   2,399   －   2,399

（金融商品関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）
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当第３四半期連結会計期間（自 平成23年９月１日 至 平成23年11月30日） 

 該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間末（平成23年11月30日） 

 資産除去債務の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日（注）と比べて著しい変

動がありません。 

（注）第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月

31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）

を適用しているため、前連結会計年度の末日における残高に代えて、第１四半期連結会計期間の期首における残

高で判定しております。 

 なお、当社及び連結子会社における校・教室は、不動産賃貸借契約に基づき、退去時における原状回復に係る

債務を有しておりますが、一部の校・教室については、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、

将来退去する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積ることができません。そのため、当該債務に見

合う資産除去債務を計上しておりません。 

  

当第３四半期連結会計期間末（平成23年11月30日） 

 該当事項はありません。  

  

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額 

 （注） １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（企業結合等関係）

（資産除去債務関係）

（賃貸等不動産関係）

（１株当たり情報）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成23年11月30日） 

前連結会計年度末 
（平成23年２月28日） 

１株当たり純資産額 299.30円 １株当たり純資産額 322.96円

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年３月１日 
至 平成22年11月30日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年３月１日 
至 平成23年11月30日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。  

１株当たり四半期純損失金額 28.39円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。  

１株当たり四半期純損失金額 23.58円

  
前第３四半期連結累計期間
（自 平成22年３月１日 
至 平成22年11月30日） 

当第３四半期連結累計期間
（自 平成23年３月１日 
至 平成23年11月30日） 

四半期純損失（千円）  238,177  197,782

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失（千円）  238,177  197,782

期中平均株式数（株）  8,389,423  8,389,320
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 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成23年９月１日 至 平成23年11月30日） 

 平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する

法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確

保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が公布され、平成24年４月１日以降開始する連結会計年度よ

り法人税率が変更されることとなりました。 

 これに伴い、平成25年３月１日から開始する連結会計年度以降において解消が見込まれる一時差異について

は、繰延税金資産及び繰延税金負債を計算する法定実効税率が40.6％から37.9％に変更されます。また、平成28

年３月１日から開始する連結会計年度以降において解消が見込まれる一時差異については、繰延税金資産及び繰

延税金負債を計算する法定実効税率が40.6％から35.5％に変更されます。 

 この変更により、当第３四半期連結会計期間末における一時差異等を基礎として再計算した場合、固定資産の

繰延税金資産が100,927千円減少し、法人税等調整額（借方）が100,927千円増加いたします。 

  

 当第３四半期連結会計期間（自 平成23年９月１日 至 平成23年11月30日） 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成21年２月28日以前のリース取引につ

いては通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりますが、当第３四半期連結会計期間末にお

けるリース取引残高が前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略しております。 

  

 該当事項はありません。  

  

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年９月１日 
至 平成22年11月30日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成23年９月１日 
至 平成23年11月30日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。  

１株当たり四半期純利益金額 3.15円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。  

１株当たり四半期純利益金額 3.91円

  
前第３四半期連結会計期間
（自 平成22年９月１日 
至 平成22年11月30日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成23年９月１日 
至 平成23年11月30日） 

四半期純利益（千円）  26,440  32,789

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  26,440  32,789

期中平均株式数（株）  8,389,423  8,389,315

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】

－27－



 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】

－28－



  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成２３年１月１３日

株式会社 京 進 

取締役会 御中 

京 都 監 査 法 人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 中  村     源  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 柴  田     篤  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社京進の

平成２２年３月１日から平成２３年２月２８日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２２年９月１日から

平成２２年１１月３０日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２２年３月１日から平成２２年１１月３０日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社京進及び連結子会社の平成２２年１１月３０日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期

連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成２４年１月１３日

株式会社 京 進 

取締役会 御中 

京 都 監 査 法 人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 深  井  和  巳  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 柴  田     篤  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社京進の

平成２３年３月１日から平成２４年２月２９日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２３年９月１日から

平成２３年１１月３０日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２３年３月１日から平成２３年１１月３０日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社京進及び連結子会社の平成２３年１１月３０日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

  

追記情報 

１．四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社及び連結子会社

は、第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第１８号 平成２０年３月３

１日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第２１号 平成２０年３月３１

日）を適用して四半期連結財務諸表を作成している。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、平成２３年１２月２日に「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築

を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成２３年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のため

の施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成２３年法律第117号）が公布された。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期

連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



  

  

【表紙】

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成24年１月13日 

【会社名】 株式会社 京進 

【英訳名】 KYOSHIN CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 白川 寛治 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 京都市下京区烏丸通五条下る大阪町382－１ 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜１丁目８番16号） 



 当社代表取締役社長白川寛治は、当社の第31期第３四半期（自平成23年９月１日 至平成23年11月30日）の四半期

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

  

 特記すべき事項はありません。  

  

１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】




